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１ 貸借対照表の概要 

貸借対照表は、決算日（３月３１日時点）における全ての資産、負債及び純資

産を記載した本学の財政状況を表すものです。 

貸借対照表では、右側（貸方）で元手資金をどのような方法で集めているか（資

金の調達方法）を示し、左側（借方）でどのような形で運用しているか（資金の

運用形態）を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産の状況（H31.3.31） 

 資産（約 28.8億円）

は、右図のように、建物が

49％と最も多く、以下、流

動資産（27％）、土地

（11％）、図書（6％）、工

具器具備品（4％）等とな

っています。 
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① 資産の部《２８億８千３百万円》 

固定資産合計 ２０億９千５百万円 

【主な要因】 

 ・小松市から出資された土地、建物 

 ・リース債務に係る建物等 

 ・現物寄附による工具器具備品、図書等 

 

流動資産合計  ７億８千８百万円 

【主な要因】 

 ・学校法人小松短期大学からの承継資金としての預金 

 ・施設整備費補助金等の未収金 

 

② 負債の部《１５億５千９百万円》 

 固定負債合計 １１億７千８百万円 

 【主な要因】 

  ・固定資産の現物寄附による資産見返負債 ※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・承継資金としての長期寄附金債務 

  ・資産計上リースに係る長期リース債務 

 

 流動負債合計  ３億８千１百万円 

 【主な要因】 

  ・翌年度に財源として充当する承継資金としての寄附金債務 

  ・粟津キャンパス校舎整備工事関連の未払金 

 

③ 純資産の部《１３億２千４百万円》 

【主な要因】 

・小松市からの出資による資本金 

・施設整備費補助金による固定資産の取得に係る資本剰余金 

※公立大学法人特有の会計処理 

・資産見返負債（貸借対照表）と資産見返負債戻入（損益計算書） 

運営費交付金や授業料等を財源として償却資産を取得する場合に

は、取得財源をいったん「資産見返負債」に振替え、当該償却資

産の減価償却処理を行う都度、その同額を負債から取崩しのうえ

「資産見返負債戻入」という収益に振替え、損益を均衡させる会

計処理。 

-2-



２ 損益計算書の概要 

損益計算書は、一会計期間（４月１日から翌年３月３１日までの一年間）に属

する全ての費用と収益を記載した本学の運営状況を表すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常費用の状況（H30.4.1～H31.3.31） 

 経常費用（約 13.7億円）は、上図の

ように、人件費が 63％と全体の約６割

を占めており、以下、教育経費

（14％）、一般管理費（13％）等となっ

ています。 

 

経常収益の状況（H30.4.1～H31.3.31） 

 経常収益（約 13.7億円）は、上図の

ように、運営費交付金収益（56％）と

授業料等収益（24％）で全体の 80％を

占めており、この２つを主な収益とす

る経営体となっています。 
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① 経常費用《１３億７千４百万円》 

【年度計画の収支計画と比較】 

〇教育、研究、教育研究支援経費（減価償却費を除く） ５千２百万円増加 

・施設整備費補助金で取得した少額備品等の費用化 

・一般管理費で計上していた賃借料や水道光熱費等の按分による教育、 

 研究、教育研究支援経費への振替え 

〇人件費 １千６百万円増加 

 ・教員採用年度の変更 

 〇一般管理費 １億４千万円の減少 

  ・一般管理費で計上していた賃借料や水道光熱費等の按分による教育、 

   研究、教育研究支援経費への振替え 

 

② 経常収益《１３億７千４百万円》 

【年度計画の収支計画と比較】 

 〇運営費交付金、授業料等収益 ２千９百万円増加 

  ・入学者数、受験者数の増加 

 〇寄附金収益 １億４千８百万円減少 

  ・運営費交付金、授業料等、施設費収益の増加 

 

③ 当期純利益《０円》 

経常収益から経常費用を差し引いた経常利益（当期純利益）は、承継資金を財

源として充当することにより、０円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本表について 

 公立大学法人の本務は教育研究活動であるため、利益の獲得を目的とはしておら

ず、損益均衡が会計制度の原則となっています。しかし、経費の節減や自己収入の

増加等の効率的な業務運営や経営努力を行った場合には利益が生じます。 

今期は開学初年度であるため、学生数が少ないことによる財源不足を学校法人小

松短期大学からの承継資金を財源として充当することにより、損益を均衡させてい

ます。 
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３ キャッシュ・フロー計算書の概要 

キャッシュ・フロー計算書は、一会計期間における業務活動、投資活動及び財

務活動の三つの区分に分けて資金収支の状況を表すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本表について 

・業務活動によるＣＦは、通常の業務活動に伴う資金の動きを表します。 

・投資活動によるＣＦは、将来に向けての投資状況を表します。 

・財務活動によるＣＦは、資金調達に関する資金の動きを表します。 
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４ 行政サービス実施コスト計算書の概要 

行政サービス実施コスト計算書は、損益計算書上の費用に加え、法人運営上コ

ストとなっているものを計上することにより、納税者が負担している全コスト

を明らかにするためのものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本表について 

公立大学法人の業務運営に関して、納税者の負担になるコストを表します。 

 損益計算書上の費用①から納税者負担とならない授業料等の大学の自己収入②を

差し引き、公立大学法人特有の会計処理（④～⑦）により発生したコストを加えま

す。 

 その結果、納税者の皆様にご負担いただいている本法人の業務実施コストは約９

億５千９百万円となっています。 
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５ 決算報告書の概要 

市における会計認識基準（現金主義）に準じ、公立大学法人年度計画における

予算と執行状況を対比して表すことにより、公立大学法人の運営状況を報告す

るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 予算と決算の差異について 

〇学生等納付金 ２千９百万円増加 

・入学生及び受験生の増加等 

〇受託研究・事業収入 ６百万円増加 

・実績により収支がそれ増加 

 〇寄附金収入 １千６百万円増加 

・公立小松大学基金等による寄附金の受入れにより増加 

 

-7-



 〇承継資金収入 ４億６千７百万円増加 

・予算では財源として充当する額のみを計上、決算で全額計上により増加 

 〇補助金 １百万円増加 

  ・実績により増加 

 〇財務収入・雑収入 １千１百万円増加 

・科学研究費間接経費収入等により増加 

 〇教育研究経費 ７千４百万円減少 

・実績が無い開学初年度予算による差異 

〇人件費 １千８百万円増加 

・教員採用年度の変更により増加 

 

② 損益計算書との差異について 

決算報告書では寄附金の受領が収入に全額計上されていますが、損益計算書

では費用の発生に応じた額が収益に計上されています。 

決算報告書では施設整備費補助金の受領が収入に全額計上されていますが、

損益計算書では費用に係るものは教育経費等に計上され、費用の発生に応じた

額が収益に計上されています。 

決算報告書では固定資産取得額が支出に含まれ、かつ、減価償却費が支出から

除かれています。 

損益計算書では一般管理費で支出した賃借料や水道光熱費等について、教育

経費等と按分し計上されています。 

 

③ その他 

科学研究費助成事業による補助金等（直接経費）の収入及び支出については、

会計帳簿外のため計上されていません。 

 承継資金の未充当分については、翌年度以降の支出の財源として充当されま

す。 
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